
 愛媛県中小企業融資制度  
 

チャレンジ企業支援資金 

設備資金に対し利子を補給（1％）します。 
 

 県では、高度又は新規性のある技術・ノウハウを生かした事業展開により、 

創造・育成を図る研究開発事業者等を支援するため設備資金に 1.0%の利子補

給を行っています。（利子補給後の融資利率 0.5％） 
 

融資対象者 

県内に事業所を有し、信用保証協会の定める対象業種に属する事業を営
む中小企業者、組合のうち、下記のいずれかに該当される方。 

① 地域未来投資促進法、中小企業等経営強化法等に基づき、認定又は承認を受

けた計画に従って事業を行う者 

② 海外投資関係保証を利用して、海外展開を図る者 

③ 商店街の空き店舗を活用して事業を行う者として地方局長の認定を受けた者 

④ 県の試験研究機関との共同開発など技術支援を受けた技術・製品の実用化に

向けた事業を行う者で、試験研究機関から推薦を受けた者 

⑤ えひめ産業振興財団が実施するえひめ中小企業応援ファンドによる助成金又

は農商工ビジネス商品開発事業費補助金の交付を受けて事業を拡大する者で

えひめ産業振興財団から確認を受けた者 

⑥ 高度又は先駆的な技術等を生かし、創造・育成を図る事業を行う者としてえ

ひめ産業振興財団又は愛媛県中小企業団体中央会から確認を受けた者 

⑦ ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金又は事業再構築補助金の

採択を受けた事業計画に従って事業を行う者 

⑧ 国又は県が実施する物流 2024 年問題の解決に係る補助金等の採択を受け

た事業計画に従って事業を行う者 

⑨ 生産性の向上等の原資の確保により、雇い入れ後６か月を経過した労働者を

対象に、６か月以内に労働者１人当たりの時間当たりの平均賃金を 1.5%以上

引き上げる又は労働者の事業場内最低賃金を２%以上引き上げる計画を策定

し、取り組む又は取り組んだ者  

資金使途 運転資金 設備資金 

融資限度額 ５,０００万円 １億円 

融資期間 
７年以内（据置１年以内） 

①の場合５年以内（据置６か月以内） 

１０年以内（据置１年以内） 
①の場合７年以内（据置 1年以内） 

融資利率 １.５０％ ０.５０％【利子補給後】 
保証料率 0.35～1.72％（割引有） 経営状況を踏まえた９区分 

担保・保証人 必要に応じて徴求 

申請書類 

会社の定款、概要及び経歴、直近の決算書、必要に応じて許認可証等、 

融資対象の確認要件が分かる書類（事業計画書、資金計画書等）、 

導入予定設備のカタログ・見積書（設備資金のみ）、 

設備設置個所付近の見取り図（設備資金のみ）、 

その他必要と認められる書類 

申込み先 

伊予銀行、愛媛銀行、愛媛信用金庫、東予信用金庫、川之江信用金庫、 

宇和島信用金庫、商工組合中央金庫松山支店、中国銀行、広島銀行、 

山口銀行、阿波銀行、百十四銀行、四国銀行、徳島大正銀行、香川銀行、 

高知銀行、観音寺信用金庫、みずほ銀行、三井住友銀行 



 
チャレンジ企業支援資金の設備資金の融資実績が 10 億円に達した時点で、令和６年度

の利子補給は終了となります。 
 

【 設備資金利子補給の流れ 】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

融資及び保証については、金融機関及び保証協会による審査の結果、 

ご希望に添いかねる場合がありますので、あらかじめご了承ください。 

 

 

 

 金融機関あるいは信用保証協会に必要書類を添付し

て融資の申込みをしてください。 

融資対象 

①認定証又は承認通知書の写し 

②海外投資関係保証の申請に必要な書類 

③地方局長の融資対象認定書 

④県の試験研究機関の推薦書 

⑤⑥えひめ産業振興財団又は愛媛県中小企業団体中

央会の確認書 

⑦⑧補助金等の交付決定通知書の写し又は同類の書

類 

⑨賃金引き上げに係る事業計画書 

金融機関から県へ写真と領収書の写しが提出されます。 

金融機関と信用保証協会の審査が通れば融資実行さ

れます。 

設備導入後、写真と領収書を金融機関へ提出してくだ

さい。 

詳細は県経営支援課（089-912-2481）又はお近くの取扱い金融機関、県信用保証協会

（089-931-2119）にお問い合わせください。 

中小企業者向け融資制度については県ホームページでも情報提供しています。

https://www.pref.ehime.jp/page/59788.html 


